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且 はじめに   

我が国においても，能力あるいほ成果評価主義  

が進んでいる．この傾向は，今後急速に広がるであ  

ろう．そこで課題となるのが，能力の評価方法にお  

ける評価者の主観のばらつきである．主観のばら  

つきが大きいと，能力評価システムが根底で権威  

を失い，組織に重大な悪影響を及ぼすからである．   

本研究の目的は，集団における評価者の主観のば  

らつきを調整し，論理的に合意形成を達成する手段  

の構築にある．評価主観の合意形成に対して，我々  

の用いた手法は，区間AHP【1，2，3】を利用した許  

容区間を伴うグループÅHP【4】の応用である・本  

研究では，以前我々が文献【4】で達成できなかった  

点を合意の一指標となる不満足の程度を考慮にい  

れることによって解決している．   

実際に数十人規模の組織での能力／成果評価に  

対して，評価者の評価主観の合意形成に適用した  

ところ，次の結果を得た．   

1．事前の評価基準の徹底にも拘らず，評価主観  

のばらつきほ大きかった．  

2．我々の合意形成手法は十分な機能を果たした．  

以下，評価主観の合意形成手法と，その適用事例  

を示す．  

2 人事評偶における評価主観   

人事評価は評価項目の重要性の重みを考慮しな  

がら，複数の観点（評価項目）の個別評価を聴み上  

一人目 2人目  

図1：人事評偶の隋雷鳴造例  
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ただし，絶対的に亀要は9点，かなり患要は7点，  

重要は5点，やや重要は3点」司程度は1点である．  

図2：許容区間の記入例  

4 結語   

本事例においても，評価の事前に評価項目間の  

重要性について，十分な合意が会議によってなさ  

れたとの認識があったが，調査の結果はかなりば  

らついていた．すなわち；会議による主観の合意形  

成は必ずしも成功しないようである．   

本研究で試みたように，グループAHPの適切な  

適用によって，より論理的な主観の合意形成が可  

能であることが示されたと考えられる．実際，本事  
例では今後の人事評価システムの改善と，評価手  

法へのAHPの導入への足掛かりが得られたとの  

認識が確認された．  
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げること，が普通である．評価項目ごとの評価点に  

は，可能な限り客観数値を採用する努力が払われ  

ているが，評価項目間の重要度（重み付け）の設定  

には，評価者によって考え方にばらつきがある．こ  

こでは，評価項目間の重要度に対する，評価者の主  

観を“評価主観”と定義する．   

評価項目は，例えば図1のような階層構造を持つ．   

3 許容区間を伴うグループAHPの適用  

合意形成に許容区間を伴うグループAHPを用  

いる場合，評価者に対して，図1の階層ごとに次に  

示すアンケートを実施することによって，評価項  

目間の一対比較値の許容区間を求める．ここでは，  

各個人が安協できる一対比較値の範囲を“許容区  

間”とする．  

1．一対比較項目をランダムに並べる．  

2．・各個人の許容区間を図2のように記入する．  

図2で与えられた評価項目に対する重要度の一  

対比較から，許容区間を伴うグループAHPによっ  

て，整合性と満足度の高い一対比較行列を生成す  

る．その結果得られキ全体の重みを評価項目の重  

みとすれば，評価者全員の合意が反映された人事  

評価が期待される．   

アンケート調査のもう一つの効用は，一対比較  

の合意結果を評価者にフィードバックすることに  

より，自分の主観を全体合意によっ七調整する効  

東である．すなわち，デルファイ法的手法による，  

評佃著聞の主観の整合の実現が期待できる．  
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